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貸 借 対 照 表 

(2021年12月31日現在) （単位：千円） 

科  目 金 額 科  目 金 額 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

棚 卸 資 産 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 附 属 設 備 

車 輌 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

保 険 積 立 金 

敷 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

繰 延 資 産 

社 債 発 行 費 

1,207,089 

644,333 

544,818 

837 

9,988 

6,850 

262 

103,167 

3,797 

2,189 

0 

1,608 

7,903 

7,056 

847 

91,465 

10,743 

49,927 

19,180 

344 

5,757 

7,873 

△2,360

317 

317 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

1年内償還予定の社債 

1年内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

預 り 金 

固 定 負 債 

社 債 

長 期 借 入 金 

496,881 

77,011 

80,000 

24,000 

153,332 

58,220 

32,139 

34,816 

37,362 

328,496 

9,000 

319,496 

負 債 合 計 825,377 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

480,604 

82,000 

398,604 

275 

2,000 

396,329 

4,592 

4,592 

純 資 産 合 計 485,197 

資 産 合 計 1,310,575 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,310,575 

（注１）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

（注２）有形固定資産減価償却累計額  9,491千円
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損 益 計 算 書 
    

( 2021年１月１日から
2021年12月31日まで ) 

（単位：千円）     

科       目 金       額 

売 上 高  2,560,310 

売 上 原 価  2,139,979 

売 上 総 利 益  420,331 

販売費及び一般管理費  317,880 

営 業 利 益  102,451 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 178  

そ の 他 6,411 6,590 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 7,432  

そ の 他 2,205 9,638 

経 常 利 益  99,403 

特  別  利  益   

そ の 他 601 601 

特  別  損  失   

そ の 他 1,055 1,055 

税 引 前 当 期 純 利 益  98,949 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 34,046  

法 人 税 等 調 整 額 △4,654 29,392 

当 期 純 利 益  69,556 

（注１） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

 
重 要 な 会 計 方 針 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準および評価方法  
 そ の 他 有 価 証 券   

 

 

 時 価 の あ る も の ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 (2) たな卸資産の評価基準および評価方法 

  仕 掛 品 ……… 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく薄価切下げの方法） 

  貯 蔵 品 ……… 最終仕入原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

 有 形 固 定 資 産 ……… 定率法 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。  
 無 形 固 定 資 産 ……… 定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

 

3. 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 定額法を採用しております。 

 

4. 引当金の計上基準 

 (1) 貸 倒 引 当 金 ………………… 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

5. 収益及び費用の計上基準 

受注制作ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準 

 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工事進行基

準（ソフトウェア開発の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の契約については工事完成

基準を適用しております。 

 

6. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 


